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Ⅶ グローバル体制の構築へ  

Ⅶ【おわりに  

リカ・フォードの344万台に急速に接近しており、  

追い抜くことも視野に入ったといわれている（2）。  

本稿は、こうしたトヨタのグローバル企業とし  

ての成長の軌跡を、同社がいかなる経過を辿っ  

て海外展開を拡大させてきたのかという点に焦  

点を当てて分析することを目的とする（3）。   

一般に、自動車産業の海外展開は、通常は完  

成車輸出から開始する。しかし、途上国の多く  

に見られる国産化政策の採用はノックダウン輸  

出を必要としてきたし、自動車生産国との摩擦  

や、より一層現地市場へと参入するために現地  

生産を開始し、拡大せざるをえなくなってき  

た。さらに、現地市場における的確なニーズの  

Ⅰ はじめに   

いうまでもなく、トヨタ自動車株式会社（以  

下、トヨタと略記する）（1）は日本最大の自動車  

メーカーであり、現在、GM、フォード、ダイム  

ラークライスラーなどとグローバルな規模で、  

自動車産業の覇権を目指した職烈な競争を展開  

中である。2003年上半期には、欧米大手メー  

カーの低迷ぶりに対して、日本メーカーが世界  

新車販売台数を増加させたことが目立ち、特に  

トヨタ（ダイハツと日野を含めて）は338万台の  

生産で前年同期比9％増と大きく躍進し、アメ  

（2）「日本経済新聞」2003年8月8日、参照。  

（3）本稿は公刊された文献のほか、これまで筆者が訪   

問したトヨタの国内および海外工場などで行った   

ヒアリングや提供された資料を参考にしているが、   

公刊された文献以外は基本的には注記しない。い   
ちいちお名前は記さないが、これまで筆者にご教示   

頂いたトヨタの関係者の方々には厚く御礼申し上   

げます。  

（1）1937年8月に設立されたトヨタ自動車工業は、周   

知のように、1950年4月にトヨタ自動車販売が分離   

独立して設立され、その後82年7月にトヨタ自動車   

工業とトヨタ自動車販売が合併して、トヨタ自動車   

株式会社が発足している。この工販分離期の叙述   
では、必要に応じて、トヨタ自動車工業を自工と、  

トヨタ自動車販売を自販と略記する。  
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把撞や投資受入国の要求などにより、開発機能  

の少なくとも一部は海外へと移転することも行  

われてきた。   

そもそも、自動車産業における競争は、その  

市場における消費者の好み・ユーザーの要求す  

る性能・使用環境・法的規制などに適合した商  

品の提供、品質とコストに影響する生産能力、  

販売店の販売能力や販売後の修理や補修部品の  

供給体制、これら全てに関係するブランドカな  

どによって影響されるのである。要するに、製  

品開発力、生産能力、販売・サービス機能の強  

さのいわば三位一体的な総合力が競争優位を規  

定する決定的な要因である。なお、自動車産業  

の場合は、高額な製品であり、事故や故障に対  

して、修理や部品の交換が必要となるため、販  

売後もアフターサービスの提供が不可欠である  

が、製造業の多くは、必ずしもアフターサービ  

スの提倶を伴わない場合も多い。   

こうした自動車企業であるトヨタの海外展開  

を分析する前に、戦後日本における加工組立型  

産業の推移をイメージしながら（4）、製造業企業  

一般の海外展開の諸段階を、製品開発、生産、  

販売（・サービス）機能の3側面について整理  

しておこう。この製造業企業の海外展開の諸段  

階を簡単に表示したのが表1である。   

まず、国内活動投階である。戟後日本の重化  

学工業企業は、欧米からの技術導入に依存する  

ケースが多かった。それゆえ、とりあえず技術  

導入が製品化にとって決定的であったが、トヨ  

タの場合は、戦前から何度かフォードとの提携  

交渉はなされたが、結局、1952年末から53年に  

第70巻 第2・3合併号  

かけて外資提携組立がブームになった時には   

「あえて純国産車でゆく決意をかため」（5）たと   

いわれており（6）、一貫して自力での製品開発を   

遂行していった。  

つぎに、輸出段階である。戟後日本企業の多  

くは当初から輸出志向型行動を示していたが、  

この段階では販売機能を現地に持つケースがで   

てくる。しかし、製造業企業の場合、海外市場   

への販売は基本的に商社に委ねる場合も多い。   

トヨタの場合には、一部市場を除き、輸出にっ   

いて基本的には商社に依存しない方針をとっ  

た。なお、途上国の中には、工業化政策の一環  

として、国産化政策を採用するところがでてく  

るが、その市場を放棄しない場合は家電や自動   

車などの加工組立型産業においては、KD生産  

を余儀なくされる。そこで、ごく部分的にでは  

あるが生産機能も移転することになり、国産化  

率の引き上げによりその程度は増加した。  

さらに、1970年代以降の輸出の急拡大を原因  

として発生した貿易摩擦や80年代後半に急速に  

進展した円高を背景として、それまでの途上国  

におけるKD生産に加えて、本格的な現地生産  

が欧米において開始し、途上国においても徐々  

に単なるKD生産から本格的な現地生産への移  

行が開始していく。  

最後の逆輸入段階については、一部の企業で  

は国内生産はほとんどなくなり、開発機能も海   

外に移転されつつあるところも出現している  

（5）トヨタ自動車工業株式会社社史編集委員会編集  

『トヨタ自動車30年史』（以下『トヨタ30年史』と   

略記）1967年、347頁  
（6）フォードとの提携交渉は、1936年にGMからの提   

携打診があった後、それまでに36年から38年にかけ   
て、39年、戦後の50年とそれまでに3回あったとい   

う。詳細には、トヨタ自動車販売株式会社社史編纂   
委員会編纂『世界への歩みトヨタ自販30年史』（以   

下『自販30年史』と略記）1980年、108頁   

（4）戟後日本の加工組立型産業については、拙稿「戦   

後の加工組立型産業」、産業学会編『戦後日本産業   

史』東洋経済新報社、1995年に簡単にまとめてあ   

る。  
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グローバルな企業展開がなされているとはいえ  

ない。   

しかし、トヨタの場合には、日本国内に抱え  

る雇用維持を前提とした上で、グローバルな企  

業展開を構築しつつあることを強調すべきであ  

ろう。同社は、2002年未現在で、26カ国／地域  

において46の生産拠点、6カ所の海外事務所、  

20カ所の海外駐在員室を有し、160以上のイン  

ポ一夕ー／デイストリピューターを通じて約  

170カ国でトヨタ車を販売しており（7）、ますま  

すグローバルな規模で企業活動を展開しつつあ  

る。以下ではこうした現在のトヨタのグローバ  

ル展開に至るこれまでのプロセスを分析してい  

こう。  

が、全体としてはまだ部分的であり、自動車産  

業ではごく一部が逆輸入されるにとどまってい  

る。日本の自動車産業の現段階は、基本的には  

この表1の現地生産段階にある。これに対し  

て、家電や部品産業などでは、特に低付加価値  

製品を中心に逆輸入品が日本市場に大量に供給  

される状態となっている。   

表1 製造業企業の海外展開の諸投階  

製品開発  
販売  

機能   
生産機能   （・サ∵ビス）  

機能   

国内  ×→○  ○   
国内活動段階  

○  

×   ×   

国内  △一→○  ○   
輸出段階  

海外  ×   

○  

×   ×→○   

国内  ○   
KD輸出段階  

○   ○  

×一－→△  ×－→○   

国内  ○   ○   
現地生産段階  

○  

×→○   

国内  ○→△  ○－→×  ○  
逆輸入段階           海外  ×－＋○  ○   

×→0 

Ⅱ 輸出市場開拓への取り組み   

（注）○は基本的機能あり、△は一部機能あり、×は基  

本的機能なし。夫印は必ずしも時系列の変化を示  

すものではなく、矢印の方向先への相応をとる企  

業が存在することを示す。  

このような逆輸入が日本の製造業企業全体に  

浸透すれば、国内生産が縮小するため、それに  

代わる雇用の確保が実現できなければ、いわゆ  

る空洞化が日本経済にとって深刻な問題とな  

る。日本の自動車産業においては、これまで欧  

米において現地生産された四輪車が日本市場へ  

と供給されたことはあるが、アジアにおける現  

地生産四輪車が日本市場へと供給されたのは  

「MadebyGlobalHonda」を掲げるホンダがタイ  

製「フィットアリア」を02年12月に発売開始し  

たことを囁矢とする。しかし、まだ広範に普及  

する段階にはいたっていない。その意味では、  

日本市場をも含めて、国内および海外における  

調達、生産、販売のプロセスの最適な組み合わ  

せをグローバルな規模で調整するという意味で  

トヨタの戦前から現在に至る輸出規模の概略  

は表2に示してある。この表からも窺えるよう  

に、輸出台数から見ると1950年代半ばまでは戦  

前の規模に達していない。戦前水準を凌駕する  

のは前年の869台から4，117台へと飛躍的に増加  

した57年のことである。そこで、まずこの57年  

に至る戦後のトヨタの輸出への取り組みを見て  

みよう。なお、トヨタの戟前の自動車輸出は合  

計で5，941台に達したが、「戦前の自動車輸出は  

主として軍の需要で、しかも仕向地は当時の占  

領地区であったため実質的には国内出荷と変わ  

らないものであった」（8）といわれており、実質  

的にも戦後のトヨタの輸出はゼロからのスター  

トであったと評価できよう。   

戟後の最初の輸出は、GHQが制限付きで民間  

（7）トヨタ自動車株式会社『トヨタの概況2003』10   

～11頁、参照。  
（8）『自販30年史』173頁。  
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表2 トヨタの国内生産および輸出台数  

第70巻 第2・3合併号  

という意味を持つ輸出市場開拓は必ずしも十分   

な成功を収めなかった。例えば、53年度の日本   

メーカー全体の「普通車の輸出実績合計1，089台   

の内訳を仕向地別に見ると、沖縄313台、韓国   

118台、台湾417台、タイ232台、その他9台で、   

輸出とはいっても、その実体は米国の軍事援助   

費による買付けが大部分である。正常な輸出と   

はいささか性質を異にしている」（10）といわれて   

おり、トヨタも例外ではなかった。その理由  

は、まだ輸出適格製品を開発できず、せいぜい   

普通トラックによって市場を開拓しようにも、   

市場調査が十分に行われておらず、販売力を備  

えるに至っていなかったからである。  

こうした状況の中で、トヨタは欧米系メー  

カーが比較的手薄でなじみやすい地域として、   

東南アジアと中南米諸国を村象として、担当者   

の現地への派遣、各方面からの調査、デイスト   

リピューターの設置など輸出市場の開拓に乗り   

出していく。こうして、初期の海外市場開拓作   

業が進行し、56年には「早くも政治・経済上問   

題のない国をほぼ網羅するにいたった」（11）とい  

う。また、輸出商品としてはそれまでのFA型大   

型トラック主体にかわり、自販は56年から海外  

にむけて「ランドクルーザーの大々的なマーケ  

テイング活動を開始」（12）する。  

こうして、57年を境に、まずはランドクルー   

ザーを中心にトヨタの輸出は大きく拡大する。   

この「ランドクルーザーは、昭和25年に、わが   

社が、当時の占領軍であったアメリカ軍と警察   

予備隊の要望で、設計を開始したジープタイプ   

の四輪駆動車であり、昭和26年1月にBJ型の試  

国内生産   海外生産   輸 出   

1940   14，787  1，643   
1945   3，275  0   

1950   11，706  492   
1955   22，786  281   
1960   154，770   一（ 0．5）   6，397   
1965 477，643   ⊥ （12．4）   63，474   
1970  1，609，190   一 （75．6）  ・481，892   

1975   2，336．1   （154．2）   868．4   
1980   3，293．3   84．2（261．2）   1，785．4   

1985   3，665．6   136．3（309．1）   1，980．0   

1990   4，212．0   677．7（927．2）   1，677．1   

1995   3，171．3  1，2声3．3（1，522．7）   1，202．4   

2000 3，429．2  1，751．4   1，706．2   

2002   3，485．2  2，155．2   1，816．8   

（注）括弧内は組立ラインからの生産台数。単位は海外生  

産を除く1970年までは台、海外生産と他の75年  

以降は1，000台。  

（出所）『トヨタの概況』1999および2003、『創造かぎりな  

くトヨタ自動車50年史・資料集』その他。  

貿易の再開を許可した47年に、沖縄向けBX型  

トラックおよびエジプト向けSA型乗用車各1  

台がなされた。その後、輸出振興がいわば外貨  

を稼ぐための「国策」となり、トヨタとしても  

積極的に協力することが意識されていく。それ  

までの商工省および貿易庁を解体して通商産業  

省（以下、通産省と略記）が設置されたのは1949  

年5月25日のことであり、通産省の任務を規定  

したその設置法第3条2項には「輸出品の生産  

の振興その他鉱産物及び工業品の生産、流通及  

び消費の増進、改善及び調整並びに検査」が掲  

げられ、通商機械局車両部には自動車課が置か  

れることになった（講和条約の成立に伴う機構  

改革で、1952年8月以降は重工業局傘下に）（9）。   

そこで、トヨタでも、自動車輸出への取り組  

みが1950年代初頭以降なされる。しかし、50年  

代半ばに至るまではこうした「国策」への協力  

（10）トヨタ自動車販売株式会社社史編集委員会編集  

『トヨタ自動車販売株式会社の歩み』（以下『自販   

の歩み』と略記）1962年、112頁。  

（11）『自販30年史』174頁。  
（12）『自販の歩み』197頁。   

（9）以上の叙述については、通商産業省大臣官房調査   

課監修『通商産業省四十年史』1965年、480頁以下   

を参照。  
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きる価格を出しにくい状態にあった。だいたい  

1割5分から1割7分5厘ぐらいの価格上のハ  

ンディキャップをせおって、商売しなければな  

らなかった」（15）という。しかし、最終販売価格  

をその分上乗せすることはできないから、現地  

の販売店の利幅は小さくなり、欧米車の販売権  

を獲得できない弱小ディーラーしかトヨタ車を  

扱うことはなかったという。結局、トヨタの輸  

出は伸びず、57年までに現地特約店を3回変更  

したが、最終的には自販が自らの支店として進  

出することになった。その結果、タイへのトヨ  

タ車輸出は56年の′110台から57年の892台と大き  

く拡大したのである（16）。   

以上のように、50年代後半までに、トヨタは  

いわば手探り状態で海外市場の開拓に挑み、ラ  

ンドクル「ザーや大型トラックを中心に、東南  

アジアや中近東においてなんとか市場開拓の足  

がかりを築くことができたといえよう。しか  

し、先進国市場への輸出や乗用車輸出について  

は次の課題として残されていた。  

作車を完成したが、都合で警察予備隊には用い  

られず、国家警察用のパトロールカーとして採  

用されたものである」が、「すでに大型トうック  

用として定評のあったB型エンジン（3386cc、85  

馬力）と、頑丈なSB型トラックのシャシー部分  

を用いたので、できあがった車は、当時アメリ  

カ軍が使用していたウイリス・ジープをはるか  

に上回る性能を持つもの」（13）になったといわれ  

る。   

その後、ランドクルーザーはさらに改良が加  

えられており、海外メーカーの競争車も少な  

かったことから、自販は輸出拡大の突破口をこ  

のランドクルーザーに託し、自工と協力して、  

国際価格による見本車輸出を開始することに  

なった。その結果、ランドクルーザーをいわば  

トヨタの海外市場開拓の尖兵として、それまで  

東南アジア主体に細々と行われていたトヨタの  

輸出は、中南米や中近東諸国へと拡大していく（14）。  

そこで、57年以降、トヨタの輸出がそれまでと  

は一段と上回る髄大ぶりを示すことになったの  

である。   

しかし、この時期のトヨタの輸出拡大はいわ  

ば試行錯誤の産物であったともいえる。それま  

で十分な海外活動の経験もなく、ブランド力  

も、性能も、、、価格競争力も備わっていない完成  

車を、基本的には商社の力を借りず、自販を中  

心に手探りで販路を開拓していったのである。  

57年2月にバンコク営業所を開設し（同年5月  

支店に）、日本の自動車産業で初の直営海外拠  

点を有することになったタイ市場の事情をみて  

みよう。この当時、日本国内では外国車の競争  

から保護された枠組み内に置かれていたが、海  

外市場では「まだ大部分の車種について競争で  

Ⅲ 輸出の本格的拡大へ向けて  

1957年にはトヨタは4，117台を輸出したこと  

は既に述べたが、この年の日本メーカー全体の  

輸出台数6，554台の62．8％を占め、圧倒的に他  

メーカーに村して優位に立つことになった。し  

かも、同年、トヨタは欧米に次ぐ自動車先進国  

であったオーストラリアへのランドクルーザー  

の輸出にも乗り出している。こうした形勢の  

下、トヨタは自動車の本場であったアメリカへ  

（14）以上の叙述については、『自販の歩み』197頁～   

8頁を参照。  
（15）同上書、204頁。  
（16）以上の叙述についは、同上書、203－5頁を参照。  （13）『トヨタ30年史』448頁。  
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の乗用車輸出を決行し、それに見事に失敗す  

る。このアメリカへのクラウン輸出の失敗をバ  

ネとして、60年代前半のトヨタは、アメリカ市  

場で通用する製品開発に必死に取り組み、次の  

本格的拡大の道を準備していった。  

57年8月25日には、2台のクラウンが対米輸  

出見本車として横浜港からアメリカへ向け輸出  

された。これがアメリカ本土を踏んだ最初の国  

産乗用車であった（17）。同年10月にはロサンゼ  

ルスに自工と自販の折半出資によるTOYOTA  

MOTORSALESU．S．A．，INC．（米国トヨタ）が設  

立され、販売組織の整備、認証取得などを経  

て、58年6月4日に30台のクラウンが名古屋港  

から積み出されて以降、対米輸出が開始され  

た。当初は好調な滑り出しを見せるかの形勢に  

あったが、パワー不足、ボディの過重、高速安  

定性能欠如などの欠陥が明らかとなり、当初の  

RSDクラウン輸出は9月分船積み分までの643  

台に終わった。次いで、国内向けモデル・チェ  

ンジされたRS20シリーズが12月から船積み開  

始となり、60年7月からは1900ccエンジンを搭  

載したRS30シリーズの輸出が開始されたが、結  

局問題を解決できず、同年12月にクラウン輸出  

は停止されることになった。   

この間、58年12月からはランドクルーザーの  

船積みが開始され、また、この時期に増加しつ  

つあった欧州車と対抗するために、59年秋の  

GMのコルベアを先頭にビッグ・スリーが投入し  

たコンパクトカーとの競合を避ける意味で、60  

年にはティアラ（ニューコロナに1500ccエンジ  

ンを搭載したもの）の輸出も開始している（18）。  

第70巻 第2・3合併号  

しかし、ティアラもエンジン出力不足などによ  

り売れ行き不調で、61年には米国トヨタの乗用   

車販売はクラウン、ティアラの在庫消化のみと   

いう状態となり、実質的な販売活動は止まった   

状態となった。その後しばらくの間はトヨタの  

アメリカにおける活動はランドクルーザーの販   

売を積極化することによって何とか細々と維持  

しえたのである。ランドクルーザ「もスピード   

の点では問題ないものの、走行安定性、ブレー   

キ性能などについて問題がなかったわけではな  

いが、郊外を中心としたディーラー網への再構   

築、日本側からの様々な支援、必死の販売努力   

などによって販売台数を増加させたといわれて  

いる。  

こうしたアメリカへのクラウン輸出について  

は、開始以前から対米輸出適格車と、して自信を   

持って送り出したものとはいえない。しかも、   

多くの反対論もある中で、当時のアメリカ市場  

において欧州の中小型車が増加しつつある形勢  

をみて、アメリカ側の輸入制限ないしはビッ  

グ・スリーの対抗策が打ち出される前にアメリ  

カ市場への橋頭壁を築きたい、「この時期を逃  

したら、実績のない日本車は永久にアメリカ市   

場から締め出されることにもなりかねない」（19）  

というのが当時の自販社長神谷正太郎氏の判断  

であったし、自工のトップもそれに同意したも  

のと思われる。しかし、結果的には予想を上回  

（18）この時期の自販の輸出活動を特徴づける基本的   

な考え方として、『自販の歩み』219頁～21頁は、第  

1に自動車の輸出は国内市場の拡大と不可分の関   
係にある、第2に自動車輸出にはサービス体制の確   

立を前提としなければならない、第3にいわゆる総   

合商社を使わず「自販」自身が輸出を担当する、第   

4にアメリカ車と直接競合するものは避けて進む   
という4点をあげているが、クラウンからティアラ   

の投入というプロセスはこの第4の考え方に則っ   
て進められたといえよう。  

（19）『自販30年史』180頁。   

（17）以下、アメリカ市場へのクラウン輸出についは、   

同上書208頁～18頁、および、トヨタ自動車販売株   

式会社社史編集委員会編集『モータリゼーションと   

ともに』（以下『自販20年史』と略記）1970年、247   

頁～58頁などを参照した。  
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た。もともと、50年代半ば過ぎの日本国内で  

は、クラウンで中型車市場において優位に立つ  

トヨタに対して、小型車分野では55年に「ボ  

デーを完全プレス製に切り替え、近代的感覚を  

織りこんだデザインで、画期的な改良が加えら  

れ、機構、外観ともに面目を一新した」（23）新  

ダットサン110型を誕生させた日産が独走して  

いた。そこで、トヨタはダットサンの牙城に村  

抗しようと57年5月に初代コロナであるトヨ  

ペット・コロナSTlO型を発表する。ところが、  

同年秋には日産はダットサン210型を生み出す  

など何度も改良を続け、さらに59年8月にダッ  

トサンブルーバード310型の発売開始にいたり、  

コロナとの差は決定的となった。いわゆるBC  

戦争の開始である（24）。   

こうした小型車における日産の快走に村し、  

トヨタも60年3月には「新しくないのはタイヤ  

が4つあることだけ！」というキャッチフレー  

ズで有名なトヨペットニューコロナ（PT20型）  

を発表し、さらに61年3月にはニューコロナに  

R型エンジンを搭載したトヨペット・コロナ  

1500（RT20－B型）を、さらに同年10月には自  

家用層の要望に応えるべくトヨペット・コロナ  

1500デラックスを、62年2月にはボデー強度の  

向上などの改造を加えたNEWトヨペット・コロ  

ナ1500の発表を、63年9月には軽量化、振動騒  

音の対策、内装の大幅変更、ラジエー ターグリ  

ルなどの外観の模様替えなど、改良とマイナー  

チェンジで必死の努力が重ねられていった（25）。  

る失敗となったことが、60年代前半のトヨタの  

商品開発や輸出体制の強化のバネとなっていっ  

た。  

トヨタ車の輸出は、61年から62年にかけて  

11，675台から11，207台とやや停滞したものの、  

基本的には60年代前半期にも大きく拡大した。  

しかし、50年代後半からブルーバードやダット  

サン・トラックのようにサイズや性能の面で国  

際的に通用する輸出適格車を有した日産自動車  

に59年には追い越され、60年代に入り大きく水  

を開けられる状態を続けることになった。トヨ  

タの場合は、対米乗用車輸出のつまずきに象徴  

されるように、乗用車において国際的に通用す  

る車を持たず、ランドクルーザーや大型トラッ  

クが輸出の中心となったことがその原因であ  

り、また、後述のように、ノックダウン輸出を  

推進する体制が整備されていなかったこともあ  

る。そこで、62年2月に自販はトヨタ自工から  

も応援を待て輸出本部を設置し、重点市場、重  

点車種を設定し「輸出台数で、3年後に日産自  

動車㈱を追い抜くことを目標として、巻返し計  

画」（20）をスタートさせることになった。   

乗用車については、何といってもクラウンお  

よびティアラでは達成できなかった「アメリカ  

で通用する車、ハイウェイで通用する車であ  

る」（21）国際商品を開発することが課題であっ  

た。「その企画の当初から国際市場への進出を  

めざしていた最初の国産車」（22）であるコロナは  

アメリカ市場への乗用車輸出再開の期待を担っ  

て登場したのであるが、それに加えて、国内的  

にも、「輸出の日産」をスローガンとしている日  

産のブルーバードに村抗することが目標となっ  

（23）日産自動車株式会社総務部調査課編集『日産自   

動車三十年史』1965年、354頁。  
（24）「BC戟争」について論じた文献は多いが、とりあ   

えず、碇義朗「BC戦争攻防とトヨ、夕・日産のリー   

ダーたち」（『トヨタ村日産新車開発の最前線』ダイ   

ヤモンド社、1985年、4章）の優れた分析を参照。  
（25）以上の叙述については、『トヨタ30年史』529～   

33頁を参照。  

（20）『自販20年史』300頁。  
（21）『自販30年史』183～4頁。  
（22）『自販の歩み』233頁。  
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これに対し、日産は63年9月には「従来のファ  

ミリーカーとしての特徴を生かしながら、その  

上に格調ある近代的なスタイルと数々の高速諸  

性能を加えた」（26）新ブルーバード410型の発売  

を開始し、10月から翌年3月までの半年で約5  

万台が生産され国内でベストセラーカーの優位  

を確保し」国際的にも国際競争力を備えた主力  

車種を生み出したのである。   

こうした国内販売と輸出の両面にわたる不振  

のプロセスは、「改良に次ぐ改良をもってして  

も、予想した成果を得られなかった。コロナを  

改善していらた過程は、トヨタが味わった最も  

長いトンネルであった」（27）とも評価されている  

が、その努力は64年9月に発表された新型コロ  

ナ（RT40シリーズ）で結実する。新型コロナは  

発売後短期間で国内市場で首位の座を奪還し、  

それ以降、ブルーバードとの間でデッドヒート  

を繰り返していく。この新型コロナはその企画  

目標の中に「1500ccエンジン装備を主体とした  

国際的にレベルの高いファミリーカーとする」、  

「車両の主要寸法は旧型に準ずるが、国際的な  

観点から、国内の一部で行なわれている制約を  

はずして最適の寸法を考える」（28）などと言匝われ  

ているように、単に日産との競争を意識しただ  

けではなく、日産との競争に勝つためにも国際  

商品であるこ七を強く意識した製品であった。   

この新型コロナの登場によって、トヨタの輸  

出は大きく拡大する。特に、アメリカへの乗用  

車輸出再開に関しては、新型コロナの発売に先  

立って自工および自販の内部で積極派と慎重派  

があり、自販神谷社長の要望で、再開が決定さ  

第70巻 第2・3合併号  

れた。64年3月には1900ccエンジンを搭載した   

ティアラ1900（RT30L型）がサンプル輸出され  

たが、必ずしも成功したとはいえなかった（29）。   

そこで、新型コロナの輸出（なお、新型コロナ   

以降、従来のティアラという海外における名称  

を国内と同じコロナに統一している）は国内と   

同時期の64年9月になされているが、アメリカ  

に対しては慎重な検討がなされ、高速走行性、  

オートマチックトランスミッションと1900ccエ  

ンジンの搭載などの条件が整った65年4月にサ  

ンプル輸出が行われ、これが好評であったこと   

から輸出台数を引き上げていったという。米国   

輸出の再開に伴って、これまでのランドクルー   

ザー中心の販売政策から乗用車中心へ、ディー  

ラー設置方針を郡部ディーラー中心から都市部  

ディー ラー重点へと切り替えるなどの販売体制   

の再構築が行われていった。こうして、トヨタ  

の村米輸出は64年の約3，700台から、65年の約   

11，100台、66年の約26，000台へと大きく拡大  

し、66年に日産から輸出台数トップの座を取り  

戻すことに貢献したのである（30）。  

さらに、66年11月に発売されたカローラは、   

「1500ccでは手が届かない、かといって800cc  

では満足ができないという新しい需要層が増大  

しつつあるのをみて」（31）登場させたものであ  

り、漸く本格化してきたモータリゼーションの   

波に乗り、国内では大衆車市場におけるベスト   

セラーカーの地位を確立していった。このカ  

ローラのアメリカ市場への導入について、自販   

神谷社長は、アメリカメーカーが輸入車に対抗   

する車を開発したとしても競合することのない  

（26）日産自動車株式会社総務部調査課編集、前掲書、   

445頁。  
（27）山本直『トヨタ四○年の軌跡』ダイヤモンド社、  

1978年、111頁。  

（28）『トヨタ30年史』608頁。  

（29）以上の叙述については、『自販30年史』193～4   

頁を参照。  

（30）以上の叙述については、同上書、193～5頁を参   

照。  

（31）『トヨタ30年史』655頁。  
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Ⅳ ノックダウン輸出国の拡大  「対米輸出の切札」であると考えていたが、米  

国トヨタでは、当初、サイズやエンジン能力か  

ら疑問を持ち、消極的であった。しかし、国内  

外でのコロナの需要に生産が追いつかなかった  

という事情もあったこと、また、アメリカビッ  

グ・スリーがサブコンパクトカーの開発計画を  

もっていること（市場への投入は69年のフォー  

ド・マベ リック以降）などから、68年4月には  

カローラが対米輸出の主力車種として導入され  

ることになった（32）。かくして、アメリカにおけ  

るトヨタ販売台数は60年659台、65年2，847台、  

70年188，749台と60年代後半に大きく拡大する  

ことになったのである。   

こうしたアメリカ市場でも通用できる自動車  

供給が可能になったために、トヨタは60年代後  

半以降、自動車輸出を大幅に拡大させ、68年に  

は総合商社を除く企業別輸出金額でトップにな  

るなど、日本を代表する輸出企業として成長し  

ていった。その際に、国際商品として適切なモ  

デルを開発しただけではなく、使用環境も大き  

く異なり、ユーザーの好みも様々な輸出市場へ  

のきめ細かい相応力が果たした役割は大きい。  

例えば、カナダや北欧のような寒冷地向けには  

始動性能を高めるために容量の大きなバッテ  

リーや高性能スターターを装備し、また、熱帯  

地向けには冷却系統に特に配慮しサーモスタッ  

トを取りはずしたり四枚フアンを取り付けるな  

どの対策を施すなど、各市場の風土や気象条件  

などに見合った仕様へと対応する製品開発面の  

努力が輸出拡大にとって必要不可欠であった（33）。  

1962年2月に自販が輸出本部を設立した頃、  

乗用車において国際商品となるモデルを持てな  

かったことに加えて、ノックダウン輸出体制が  

不備であったことは既に指摘した。そこで、輸  

出本部による巻き返し計画の第二の具体的方策  

として、CKDによる輸出が積極的に推進される  

ことになrった（封）。まず、それ以前の途上国の国  

産化政策への対応についてみてみよう。50年代  

後半には、既に述べたように、トヨタ車の輸出  

は東南アジアやラテンアメリカを中心とするも  

のであった。ところが、途上国の多くが工業化  

政策を採用していく中で、自動車についても輸  

入を禁止ないし制限して、国産化政策を採用す  

る国が徐々に広がっていった。   

国産化政策を採用した国のケースとして、ト  

ヨタが初期に取り組んだ二つのケースを見でみ  

よう。まず、ブラジルのケースを紹介する（35）。  

52年に、トヨタは初の大口輸出となるFX型ト  

ラック100台をブラジル向けに輸出することに  

成功した。それを契機に、53年から55年にかけ  

て自工および自販の首脳部は相次いでブラジル  

を視察し、中南米進出の本拠と定め、自販でも  

「30年（1955年）には、当社初の海外駐在員を  

サンパウロに着任させ」（36）ることになった。そ  

のころ、ブラジルでは56年6月に公布された自  

動車国産化法令が準備されており、完成車輸出  

もノックダウン輸出も全く困難になるという状  

況となった。それに対し、自工は57年5月にブ  

（34）以上の叙述については、『自販30年史』187～92   

頁を参照。  
（35）以下の叙述については、『自販20年史』304頁～   

6頁、『トヨタ30年史』450～5貫、および、『自販   

30年史』176～8頁などを参照。  

（36）同上書、177頁。  

（32）以上の叙述については、同上書、195～6頁を参   

照。  

（33）以上の叙述については、トヨタ自動車工業株式会   
社『トヨタのあゆみ』1978年、386～7頁を参照。  
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ラジル政府にToyotadoBrasilS／AIndustriaeCom－  

ercio（ブラジルトヨタ）設立による国産化計画  

を提出し、同年6月に認可されることになっ  

た。58年1月に発足したブラジルトヨタは59年  

1月からランドクルーザー（62年4月にディー  

ゼルエンジン搭載のランドクルーザー第1号が  

ラインオフしたが、これはトヨタ・バンデラン  

テ（Bandeirante）と命名された）の現地国産化  

を開始した。ところが、法定義務国産化比率は  

57年の60％が60年には95％へと引き上げられて  

いき、日本からエンジンなどの機能部品を送る  

ことは不可能となった。このブラジルのケース  

では、国産化政策によりノックダウン輸出が始  

まったというよりも、現地生産に近い国産化計  

画であり、その後長期間小規模なバンデランテ  

の生産を継続し続けたのである。なお、ブラジ  

ルでは1998年8月には別工場（Indaiatuba工場）  

でカローラの生産を立ち上げることになった。   

つぎにメキシコのケースである（37）。既述の  

ように、60年代初頭まで中南米諸国は、アジア  

と並んで、トヨタの主要輸出先であった。その  

中でも最大の輸出先であったメキシコにおい  

て、自販は60年8月から現地のプランタ・レオ  

社（PlahtaReodeMexico，S．A．）と組立・販売  

契約を締結し、ランドクルーザーのCKD輸出を  

開始し、さらに同年12月からクラウンなどの乗  

用車を導入していった。この乗用車のCKD輸  

出はトヨタにとってはじめての経験であったた  

め、生産手配に誤・欠品が続出したり、組立段  

階でも多くの問題が発生し、苦労したが、61年  

後半には何とか軌道に乗るようになり、トヨタ  

最大の輸出先国ともなることができた。しか  

第70巻 第2・3合併号  

し、その後メキシコ政府が国産化推進政策を強   

める中で、提携先現地会社が自販へ不渡りを出  

したり、その社長が政界の派閥争いで逮捕され   

たことなどがあり、また国産化率の急速な引き   

上げに直面して、結局、64年3月には撤退する  

ことになった。このメキシコの苦い経験は、   

「CKb輸出推進の試金石となったばかりでな  

く、海外でのパートナー選定の難しさと、その   

重要性を再認識させられた」（38）という学習効果  

となったといえよう。その後、トヨタにとって   

メキシコ市場が空自である状態が長いこと続い  

たが、最近にいたり、販売拠点と生産拠点が設   

立され、2001年から販売が開始し、04年からは   

NUMMI向けトラック荷台の生産を開始する予  

定である。  

このように、60年代初頭の経験を踏まえて、   

輸出本部の設置以降、トヨタはそれまで消極的   

であったノックダウン方式による輸出も積極的  

に推進することとなり、「トヨタ自工の生産管   

理の水準も向上し、初期のノックダウン輸出の  

経験を生かして、徹底的に誤品・欠品撲滅に心  

をくだいた」（39）という。こうした取り組みの結   

果、62年2月南アフリカ共和国のToyopetCom－  

mercialsPty．Ltd．とデイストリピューター契約  

に調印しノックダウン輸出を開始、同年6月   

フィリピンのDeltaMotorCorporationとノック   

ダウン輸出契約を締結、同年8月ベネズエラの   

CompaniaAnonimaTocarsとノックダウン輸出契   

約を締結、同年11月オーストラリアのAustra－   

1iahMotorIndustriesとCKD輸出契約調印等々（40）、  

ノックダウン輸出圏の拡大が続いていく。さら  

（38）同上書、189頁。  
（39）トヨタ自動車株式会社『創造限りなくトヨタ自   

動車50年史』（以下『トヨタ50年史』と略記）1987   

年、410頁。   

（37）以下の叙述については、同上書、188～9頁を参   

照。  
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に、タイでもToyotaMotarThailandCo．，Ltd．（タ  

イトヨタ）が62年10月に自工と自販の出資によ  

り設立されている。このようなノックダウン輸  

出に積極的な姿勢に転じたことから、CKD輸出  

台数は62年の1，461台から65年の12，405台へと  

大きく拡大していった。   

さらに、60年代後半から70年代以降にもノッ  

クダウン輸出圏の拡大が進んでいく。既に69年  

までにトヨタのCKD′輸出仕向国は途上国を中  

心に11カ国に達していたが、70年代にもインド  

ネシア（1970年）、パキスタン（1970年）、トリ  

ニダード・トバコ（1971年）、アイルランド（1973  

年）でも組立が開始していくなど、CKD輸出仕  

向国が増加しただけではなく、導入車種の増加  

や現地組立会社の能力向上により、輸出台数も  

大きく増加した。特に豪亜地域の飛躍的増加が  

目立ち、73年の同地域向けCKD輸出台数は合計  

67，660台に達したという（41）。もっとも、この時  

期のアジアでの展開が全てうまくいったわけで  

はない。韓国については、66年1月には韓国の  

新進自動車工業株式会社との提携が成立、同年  

4月からコロナのノックダウン輸出を開始し、  

68年初頭には同社に資本参加することまで決定  

していたが（42）、72年10月に同社との提携を解消  

することになった。また、それまで提携関係に  

あった台湾の六和汽車公司とも73年1月に提携  

を解消している。他方で、この時期にはヨー  

ロッパのポルトガル（1968年）ヤアイルランド  

（1972年）でもノックダウン輸出が開始してい  

ることは、ノックダウン輸出圏が大きく広がっ  

ていたことを示している。表3に、80年5月現  

在のノックダウン生産拠点を示しておいた。  

表3 海外KD拠点  

国 名   組立会社   
組立開始  

時期   
組立車種   

フィリピン   Delta Motor Corporation 1961年  100   クラウン、マークⅠ、コロナ、カローラ、ハイエース、  

ハイラックス、BUV、ランドクルーザー、メ遡トラック  

南アフリカ   MotorAssembliesLtd．   1962年  100   マー川、コロナ、カローラ、パプリカ、ハイエース、ハイラツ  

クス、スタウト、ダイナ、ランドクルーザー、旭トラック  

オーストラリア  AustoralianMotorIndustries（A．M．I）   クラウン、コロナ、カローラ              1963年  57．85   

ベネズエラ   lNDEMACA   1963年  100   ランドクルーザー   

タイ  Toyota Motor Thailand 1964年  28．73  クラウン、コロナ、カローラ、ハイラックス  

Thai－Hin0   1969年   30   ダイナ  

コスタリカ  ECASA   1964年   80   コロナ、カローラ、スターレット、ランドクルーザー   

ニュージーランド  コロナ、ランドクルーザー、ハイエース  

ToyotaNew・Zealand（Thames）Ltd．   1968年  ‘100   クレシーダ、カローラ、スターレット  

ペルー   ToyotadelPeruS．A．   1967年   6．8  コロナ   

マレーシア  AssemblyServicesSdn．BHD．  1968年  

大型トラック  

SarawakMotorIndustr・iesSdn．BHD 1978年   ランドクルーザー  

ポルトガル  SalvadorCaetano   1968年   73   コロナ、カローラ、ハイエース、ランドクルーザー、ダイナ   

インドネシア  P．T．Multi－Astra   1974年  100   ランドクルーザー、メ遡トラック、叩V   

パキスタン  National Motors Ltd 1970年  100   ランドクルーザー  

AwamiAutosLtd．   1973年  100  ハイエース  

トリニダードトバゴ                    AmarAutoSuppliesLtd．   1971年  100   クラウン、マークⅡ、カローラ、ハイエース、ランドクルーザー   

アイルランド  Toyota（Ireland）Ltd．   1973年  100   カローラ   

ケニヤ   AssociatedVehicleAssemblers（AVA）   1977年  100   ハイラックス、スタウト、ランドクルーザー、大型トラック   

ギリシャ   KassidopoulosS．A．   1977年  100  ハイラックス   

（注）1980年5月現在。  
（出所）トヨタ自動車販売株式会社社史編纂委員会編纂『世界への歩みトヨタ自販30年史』資料、1980年、46頁。  
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Ⅴ 石油危機下の輸出拡大と貿易摩擦の発生   
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を続けることになった。トヨタの場合も例外で   

はなく、それまで50年代から基本的には毎年大  

きく拡大してきた国内販売は明らかに伸びが鈍   

化する事になった。しかし、国内市場の低迷と   

は逆に、日本からの輸出台数は70年の109万台   

から80年の597万台へと、飛躍的に増加するこ  

とになった。トヨタの輸出も同時期に48万台か  

ら179万台へと拡大し、既に70年に29．9％に達  

していた輸出比率は80年には54．2％とはじめて  

5割を超過するにいたる。このうち、まず、最   

大の輸出先であるアメリカにおけるこの間の推   

移をみてみよう。  

70年代初頭には、71年8月のニクソン声明と   

それと前後した同年7月から3カ月にわたって   

持続したアメリカ西海岸の港湾ストライキの影   

響から、9月以降、アメリカにおける販売は低   

迷することになる。その結果、米国トヨタは72   

年1月より同社史上最大の特別セールスキャン   

ペーンを実施したが、同年秋の73年式車両への   

切り替え時には大量の旧年式車両の在庫を抱え  

るにいたる。逆に、72年秋頃から回復し、73年  

には空前の自動車ブームを迎えたアメリカ市場   

において、今度は在庫不足が深刻な問題になる  

というように、環境変化への適応にうまく対応   

できない時期となった。そこで、現地販売網の   

見直しと体質強化、商品政策の見直し・強化、   

アフターサービス体制の強化、米国トヨタの組   

織・人事体制の強化といったアメリカにおける   

体制強化策をとることになった（43）。  

こうした状況の中で、73年10月に発生した石   

油危機はアメリカ自動車市場に大きな打撃を与   

えることになる。しかし、75年に入ると、アメ   

リカ市場において需要構造が小型車へとシフト  

し、欧米車に村して燃費性能に優れ高品質であ   

るという定評を確立した日本車は大きく躍進す  

これまでの分析で、1960年代から70年代初頭  

にかけて、トヨタが輸出を大きく拡大してきた  

ことを明らかにしてきた。この間、日本国内の  

モータリゼーションの波を受け、トヨタを先頭  

に生産を大きく拡大することにより、67年に  

は、日本は西ドイツを抜き、量的にも世界第2  

位の自動車生産国に成長した。しかし、70年代  

初頭には、それまでのアメリカ中心の国際的経  

済環境が大きく激変する。その象徴となった出  

来事は、71年8月のニクソン声明であるが、そ  

れ以降、同年12月から1年強のスミソニアン体  

制による固定相場制への復帰はあったものの、  

為替相場は変動相場制に移行し、基本的には円  

高傾向に推移して、現在に至るようになる。国  

内経済も、それまでの高度成長経済は曲がり角  

を迎えるようになったばかりでなく、自動車産  

業にとっては、排出ガス公害が社会的に大きく  

問題視されるようになり、それへの対応が迫ら  

れる時期となった。70年12月にアメリカで成立  

したいわゆるマスキー法は日本にも影響を与  

え、71年7月に発足した環境庁の下で、自動車  

排ガス規制が75年度から実施されることになっ  

た。   

こうした環境の下で、73年には第1次石油危  

機が発生し、日本の国内自動車販売（新車登録  

ベース（シャシーベー ス））は、70年410万台、  

71年402万台、72年437万台、73年495万台、74  

年385万台、75年431万台、76年410万台と、低迷  

（40）これらのうち、社史により若干時期が異なるもの   

があるが、ここでは同上書、411頁～413頁の記述に   

依存した。  

（41）『自販30年史』364頁、参照。  

（42）以上の叙述については、『自販20年史』553～5   

頁を参照。  
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その他の地域については、CKD輸出仕向国の  

増加、導入車種の増加や現地組立会社の能力向  

上により輸出台数が大きく増加したことは既に  

述べたが、石油危機により市場を大きく拡大  

し、78年（22．1万台）から83年（28．0万台）に  

かけて豪亜地域を上回る輸出台数となった中近  

東が注目される。その結果、70年に48．2万台で  

あったトヨタの輸出合計は、75年に86．8万台  

へ、80年には178．5万台へと大きく拡大したの  

である。   

こうした70年代の輸出拡大に対しては、既に  

70年代に入ってから開始していた現地の状況の  

きめ細かい把握をさらに徹底した輸出政策の必  

要性が認識され、76年頃から「輸出活動の質的  

転換」が明確なポリシー として打ち出されるこ  

とになる。新たな輸出政策の展開とは、第1に  

「現地情勢の的確な把撞と需給管理の徹底」、  

第2に「市場別（国別）実態把握にもとづくき  

め細かなマーケテイング政策の展開」、第3に  

「現地適合商品の導入」であり、76年10月には  

輸出戦略上重要な地域で、競争激化等により販  

売が低迷し、抜本的な対策が必要な国である  

「課題国対策」が推進されることになった（45）。   

それとともに、70年代には現地の実態を踏ま  

えた現地適合商品の開発、導入が進められて  

いったことが輸出拡大に対して大きな役割を果  

たした。自販輸出本部では、73年10月に「車種  

導入政策を中心とする審議機関として輸出企画  

本部を発足させるとともに、現地デイストリ  

ピューターとの連携を強めて、地域別のきめ細  

かな商品政策を推進し」（46）、既に73年8月には  

第1回対米・対カナダ商品導入会議が開催され  

る。それまで長いことアメリカ輸入乗用車市場  

において首位を続けていたVⅣに代わって、ト  

ヨタがその地位についたのも75年のことであ  

る。米国内におけるトヨタの販売台数は、70年  

の20．8万台から75年の32．3万台へと増加してい  

たが、80年には70．6万台へ七、70年代後半の急  

速な躍進ぶりが明らかである。   

つぎに、ヨーロッパ市場への取り組みをみて  

みよう。トヨタの欧州進出は62年12月に1台の  

クラウンをデンマークに輸出したことから開始  

した。しかし、70年代にはいるまでは、トヨタ  

は小型車の本場であるヨーロッパ市場に村して  

は「慎重な市場進出」（44）をはかっていたといわ  

れており、70年代に入るあたりから、漸くイギ  

リス、ドイツなど自動車生産国をも含めて、あ  

る程度の本格的な進出を行った。既に68年から  

カローラを導入することによって70年に5．9万  

台に達していたトヨタのヨーロッパ向け輸出台  

数は75年18．6万台へ、80年に31．9万台へと拡大  

していった。地域別にも、71年までは豪亜地域  

向けの方が多かったが、72年にはじめてヨー  

ロッパ向けが豪亜地域向けよりも多くなり、75  

年以降はその状態が継続する。もっとも、この  

段階での販売活動の中心はイギリス、ドイツ、  

北欧、中部ヨーロッパ（ベネルックス3国）に  

置かれており、フランス、イタリア、スペイン  

などラテン系諸国には十分な浸透ができなかっ  

た。ヨーロッパ市場と一口に言っても、国の数  

も多く、しかも、気候も異なり、法規制やユー  

ザーのニーズ・時好など、それぞれ国毎に異  

なっており、仕向先ごとに細かく仕様を変更す  

る必要があった。  

（43）以上の叙述については、『自販30年史』350～6   

頁を参照。  

（44）同上書、358頁。  

（45）以上の叙述については、同上書、438～42頁を参   

照。  
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ていたが、76年には第1回欧州商品導入会議が  

開催され、これら会議は毎年定期的に開催され  

るようになるとともに、他の地域にも広げられ  

ていくことになる。この商品導入会議は「トヨ  

タ側から次年度モデルの導入計画や仕様企画を  

提示し、その導入方針や販売方針などを説明、  

併せてデイストリピューターからの意見や要望  

を吸い上げて、つぎの商品政策に反映させる  

場」（47）であり、現地需要の多様化に対応した商  

品の投入が可能となり、70年代以降の輸出拡大  

に貢献した。例えば、72年にフォードがフィエ  

ラを、74年にGMがハラパスをアジアカーとし  

て投入していたことにも影響され、トヨタは  

BUV（BasicUtilityVehicle）と呼ばれるアジア  

カーを76年12月にタマラオとしてフィリピン  

に、77年6月にはキジヤンとしてインドネシア  

で発売している（48）。   

さらに、石油危機の発生した70年代には、排  

出ガスの規制が強化され、小型化・軽量化が要  

請される中で、70年代末以降にはアメリカの  

ビッグスリーも小型車を投入し、「世界小型車  

戟争」とまでいわれた小型車を巡る競争が激化  

する。そうした中で、70年代には円高が進行  

し、日本車には不利な条件下ではあったが、低  

燃費車の開発に取り組んでいく。トヨタでは、  

74年春に低燃費車の開発を目指してターセル、  

コルサの開発を決定し、78年8月にラインオフ  

した。この事は国内市場では伸び悩んだが、ア  

メリカでも主力商品となることを期し、「コン  

パクトながら室内空間を十分に確保するため、  

トヨタ初のFF車」（49）となった。国内市場ではス  
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タイルが不評であったが、79年8月に輸出開始   

されたアメリカ市場では「カローラ・ターセル」  

という名で発売され、燃費と室内の広さが評価   

され、好調な販売となった。また、77年8月に   

は、「担当主査は、GMのFF小型車に対抗して輸   

出の次期主力商品を目標に企画に取り組んだ」㈱）   

ビスタ、カムリの開発も始まり、82年3月に発   

売された。アメリカ市場へのカムリの初輸出は  

83年1月であったが、オーストラリア、ヨー  

ロッパ市場でと同じく、好調な売れ行きとな  

り、80年代半ば以降、トヨタのアメリカにおけ  

る主力製品となった。  

70年代以降、こうしたトヨタを先頭とする日   

本車の輸出が急増する事により、欧米諸国との   

摩擦が始まっていく。既に74年秋にはイギリス   

で日本車に対する輸入規制の動きが表面化し、   

75年8月にはアメリカで輸入車へのダンピング   

問題の発生、76年末の日本とEC間の自動車問   

題など、日本車の輸出拡大に伴う貿易摩擦は70   

年代半ばから開始していた。しかし、貿易摩擦  

がより深刻化したのは80年代に入ってからであ  

る。特に、80年のアメリカの自動車生産は801  

万台と対前年比30．3％と大幅に減少し、ビッグ  

スリー全てがいずれも巨額の赤字を記録するこ  

とになり、他方で日本は台数ベースで世界最高  

の自動車生産国となったため、アメリカにおい  

て、アメリカ自動車産業の再生と日本車に村す  

る輸入規制を求める動きが広がっていった。  

（46）『トヨタ50年史』624頁。  

（47）同上。  
（48）以上の叙述については、『自販30年史』469～70   

頁を参照。  
（49）『トヨタ50年史』647頁。  
（50）同上書、649頁。  
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いては慎重な構えを見せ、まずは合弁生産の道  

を探ることになった。80年6月からは、まず  

フォードとの提携で、アメリカにおける合弁生  

産の道を模索するが、結局、交渉は成立しな  

かった。ついで、81年12月からGMとの間での  

提携交渉が開始し、83年2月にトヨタとGMは、  

GMが閉鎖したカリフォルニア州フリーモント  

工場における共同生産について基本的に合意し  

たと発表し、基本覚書に調印することになった（盟）。   

このトヨタとGMという日米トップ企業同士  

の提携計画は、83年4月にアメリカのFTC  

（FederalTradeCommission）に認可を申請した  

が、クライスラーによる提訴などの影響のため  

に正式認可は遅れて84年4月となり、合弁会社  

の存続期間を12年に限定するなどいくつかの条  

件がつけられた。それ以前の84年2月に非公式  

認可を得た両社は、フリーモントにNUMMI  

（NewUnitedMotorManufhcturing，Inc．）を設立  

し、84年12月には小型乗用車、シボレー・ノバ  

を生産開始した。このNUMMIの設立経緯や  

UAWとの関係などに関しては数多くの文献が  

あるので（弘）、ここでは詳述しないが、トヨタに  

とってNUMMIは失敗の許されない全力投球で  

の立ち上げであったことは強調しておこう。   

そもそもトヨタの海外事業に取り組む基本的  

な考え方は「海外事業が成功するか否かは、日  

本の本社の役割が7割以上を占め、自らの仕事  

として努力しなければならない」（55）ことにある  

といわれているが、特に今回のNUMMIは「トヨ  

Ⅵ 欧米における現地生産の展開   

19鱒年代初頭のアメリカとの日米自動車摩擦  

は、81年5月に日本政府が81年度対米乗用車輸  

出枠を168万台とすることで、とりあえず決着  

した。この村米自主規制枠は、84年度から185  

万台、85年度から230万台へと拡大した後、92年  

度から165万台に削減され、94年度以降は廃止  

となった。このアメリカとの間の摩擦は、カナ  

ダやヨーロッパへも飛び火し、世界最大の自動  

車生産国となった日本から、もはや大幅な輸出  

拡大が困難な時代がやってきた。トヨタの輸出  

理念は、当初の「外貨獲得による国策への貢献」  

から、途上国を念頭に「相手国の経済発展への  

協力」という観点が付加され、さらに70年代以  

降は対先進諸国への配慮から協調という要素が  

加味されるという形で変化してきたが（51）、80年  

代には日本からの輸出に代わる現地生産の時代  

への動きが決定的になる。とくに世界最大の自  

動車消費国であるアメリカにおける現地生産が  

最大の焦点となった。   

80年1月には既に二輪車の生産を先行させて  

いたホンダがアメリカにおける乗用車組立工場  

建設を発表する。ついで同年4月には日産も小  

型トラック組立工場の建設を発表する。ホンダ  

も日産も単独進出である。これに村し、トヨタ  

はこれまでアメリカにおいては、小型トラック  

の関税問題を契機に、71年7月から現地会社へ  

の委託生産の形で、74年2月からは現地会社を  

米国トヨタが買収し全額出資の形でハイラック  

スのリアデッキの現地生産を続けていたという  

経験はあるが（52）、アメリカへの本格的進出につ  

（53）以上の叙述については、『トヨタ50年史』711～   

8頁を参照。  
（別）NUMMIについては数多くの分析があるが、とり   

あえず、ここでは日本語文献の内から、宍戸善一・   

草野厚『国際合弁トヨタ・GMジョイントベンチャー   

の軌跡』有斐閣、1988年、および、佐藤正明『巨人   
たちの握手衝撃のカー・ウォーズ』日本経済新聞社、  
1993年の2冊の優れた文献をあげておく。  

（51）以上の叙述については、『自販30年史』344～6   

頁を参照。  
（52）詳細には、『自販30年史』356～8頁を参照。  
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夕創立以来の大きな会社を合弁で作るわけ」価）  

であり、またアメリカという重要な市場への進  

出であったことから、トヨタとGMからの派遣  

者の役割分担を含めた新会社の組織作りから始  

まり、生産技術や生産管理の導入のためにいわ  

ゆる親工場制度をはじめてスタートさせ、高岡  

工場がNUMMIを全面的にバックアップする体  

制を作り出すなど、手探りながらも熟慮を重ね  

て立ち上げていった点に特徴がある。しかし、  

NUMMIは、新設したプレス工場やボデー工場の  

ロボットラインの新設などを除くと、基本的に  

はGMの旧フリーモント工場の設備を再生した  

工場であり、トヨタの新鋭設備は設置されな  

かった。しかも、従業員は採用に際して多少の  

選別がなされたとはいえ、旧フリーモント工場  

の従業員を主体として構成された。これらの従  

業員は当然UAWに組織されていたから、いわば  

トヨタ式生産管理とUAW傘下の従業員が  

NUMMIを構成することになり、その「NUMMIの  

生産性は旧GMフリーモント工場にくらベ48．5  

パーもント高い」（57）と報告されたことは、アメ  

リカに対して大きな衝撃を与えた。   

なお、このNUMMIの立ち上げとほぼ平行し  

て、将来の組立工場建設を呪んで、カナダにお  

いても、アルミホイール工場の現地生産の動き  

が進行する。バンクーバーにCAPTIN（Canadien  

AutopartsToyotaInc．）が設立されたのは83年3  

月、生産開始は85年2月のことである。  

第70巻 第2・3合併号  

こうして北米での操業経験を蓄えていった85   

年7月には、トヨタはアメリカおよびカナダに   

おいて新しい組立工場を建設するという発表を   

行った。アメリカでは、・86年1月に、今度は単   

独でケンタッキー州ジョージタウンにTMM   

（ToyotaMotorManufacturing，USA，Inc．、現在は   

Kentuckyを社名につけTMMKと）を設立する。  

ここではアメリカ市場向けに開発されたカムリ  

が投入され、88年5月には生産開始の運びと  

なった。また、エンジン、アクスルなどを生産  

するパワートレイン工場も同時に建設され、88   

年9月には生産開始となった。′この工場は合弁  

であり、UAWに組織化された工場である   

NUMMIとは異なり、NUMMIの経験を経て、単独   

出資でトヨタが全力をあげてアメリカに日本の   

生産システム、TPS（トヨタ生産方式）の導入  

を試みた工場として大いに注目を浴びた工場で  

あり（58）、当初の年産20万台規模から現在の年産  

50万台規模まで拡張し、トヨタのアメリカ工場  

を代表する存在となっているが、ここでは詳細  

な分析は行わない（59）。カナダでは、やはり86年   

1月にTMMC（ToyotaMotorManufacturing，Can－   

ada，Inc．）を設立し、当初は年産5万台という小  

規模でスタートしたため、生産のフレキシビリ  

ティをより大きく達成するために、自動化のレ   

ベルやフレキシブルボデTラインの導入など多  

くの領域で特別の配慮がなされたというが（60）、   

現在は年産20万台規模に拡張している。  

（55）楠兼敬「挑戦、飛躍－トヨタ北米事業立ち上げ   

の『現場』－」第35回、「中部経済新聞」2003年6   

月24日。なお、この連載（第二部）は4月7日から   

開始し（8月15日に終了）北米事業に直接関わった   
当事者の証言として興味深い。  

（56）同上。  
（57）NUMMIでエンジニアとして働いていたジョン・  

クラフチック氏の報告、島田晴雄『ヒューマンウェ   

アの経済学』岩波書店、1988年、7頁より。  
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髄例えはTerryL．Besser，7baTnTbyola－Transplanting   
f九e勒0£αC乙‘加reわ班eCαmナックgα汀££几励几f払Cゐγ，   

StateUniversityofNewYork，1996．（鈴木良姶訳『ト   
ヨタの米国工場経営チーム文化とアメリカ人』北海   

道大学図書刊行会、1999年）をあげておく。  

（59）帝京大学教授安保哲夫を代表者とする日本多国   

籍企業研究グループは、1989年に続いて、2000～01   
年に大規模な北米調査を実施し、調査対象としたこ   
の工場も含めた分析を、現在、公刊準備中である。   
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ていた。その開発にあたって、「『今までの技術  

を超えた最高級スペシャルテイカー』をテーマ  

に、空力特性を追求したスタイル1高性能・低  

燃費エンジンの開発、、最新のエレクトロニクス  

技術の採用、優れた操縦安定性の確保、新機  

構・・新装備の積極的な採用の5点に重点」（61）を  

おき81年2月に販売されたソアラでも、まだ十  

分ではなく、「国内市場では高速度での走行安  

定性が問題になることはなく、ソアラの販売は  

全く順調であった。しかし、ベンツ並みの高速  

性能を保持するトヨタ車の出現は、89年にレク  

サスが登場するまで待たなければならなかっ  

た」（62）という評価であった。トヨタが一応の自  

信を持ってヨーロッパに導入した車は86年12月  

に発表したカムリをもって囁矢とするといわれ  

ているが、セルシオの誕生は、高速性能でも、  

トヨタの技術が高級欧州車と完全に対等のレベ  

ルに到達したことを意味する。89年にこのセル  

シオをレクサスブランドでアメリカ市場に投入  

することにより、アメリカ市場への対応はこの  

段階で一段落したことになる。   

そこで、つぎにヨーロッパ市場への進出が実  

行されていく。既にヨーロッパでは86年7月に  

日産が、92年10月にホンダが、いずれもイギリ  

スで現地生産を開始しているが、トヨタはここ  

でも慎重な進出ぶりであった。単独での進出に  

先立って、89年からVⅣハノーバー工場でハイ  

ラックスの共同生産を実施している（97年に中  

止）が、これはアメリカにおけるNUMMIと同じ  

ように、ヨーロッパにおける操業のノウハウを  

学習するという意味を持った。単独進出先とし  

てはイギリスが選択された。TMUK（Toyota  

このように80年代のトヨタは、．日米自動車摩  

擦に強制される形で、海外最大の市場である北  

米における現地生産に真剣に取り組まざるを得  

なくなり、それを見事に成功させることになっ  

た。この間、輸出は80年代半ばをピークに減少  

に向かった反面、日本の国内市場は、80年代前  

半には緩やかな上昇ではあったが、80年代後半  

にはバブルにも後押しされ急激に拡大する。仝  

メーカー四輪車国内販売台数は、80年501．6万  

台、85年555．7万台、90年777．7万台と、80年代後  

半には輸出の減少を十分に相殺する国内販売の  

好調が続いていった。その結果、日本の国内生  

産台数は90年に1，348．7万台とピー クに到達す  

る。しかも、バブルの浸透がもたらした高級  

化・大型化傾向の中で、88年1月にデビューし  

た日産のシーマがこのランクの車としては爆発  

的な売れ行きとなり、ついでトヨタは89年10月  

にセルシオの販売を開始することになった。既  

に、小型乗用車分野では世界的な競争優位を確  

立していた日本の自動車産業は、大型乗用車分  

野において欧米諸国との本格的競争段階に突入  

することになった。   

こうして世界の頂点に立った日本の自動車産  

業を代表するトヨタは、90年代にそれまで十分  

に浸透できなかったヨーロッパ市場への本格的  

参入を開始していく。ヨーロッパ市場では、厳  

しい競争の中で、70年代半ば頃にはトヨタ車は  

耐久性や、故障が少ないことが認められ、カ  

ローラなどの大衆車クラスでは性能面でも欧州  

車に全く劣らない車になっていたという。しか  

し、それより上級の車では特に高速走行性の点  

で、欧州車に完全には対抗できない状態が続い  

（61）『トヨタ50年史』、685頁。  
（62）川原晃『競争力の本質日米自動車産業の50年』   

ダイヤモンド社、1995年、89頁。   

（60）以上の叙述について は、ToyotaMotor   

Corporation，7抄ota－4mstoTyOFthefiT・St50Years，  
1988，p．343．を参照。  
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MotorManufacturing（UK）Ltd．）の設立は89年  

12月のことである。ヨーロッパでは、86年に開  

始したEC船積み自主規制という制約があり、  

完成車のみでは市場拡大に限界があること、ま  

た、92年にEU統合が予定されていて、北米と並  

ぶ大市場の出現が期待されていたことがこの段  

階でトヨタがヨーロッパ進出に踏み切った理由  

であると思われる。   

イギリスで生産される車は、ヨーロッパ市場  

への本格的な参入を呪んで、内外装ではじめて  

欧州市場の療性に合わせて設計された車（カ  

リーナE）であった。ただし、この投階では主た  

るターゲットはイギリスおよびドイツ市場であ  

り、また、プラットフォームは日本国内のコロ  

ナをベースにしていたという限界がある。この  

カリーナEは、92年12月の操業開始のイギリス  

工場において生産され（97年からはアベンシス  

にモデルチェンジ）、それに合わせて販売体制  

の強化がなされていく。こうして、80年代から  

90年代にかけて、それまで基本的には輸出市場  

であった欧米諸国においても、現地生産車が販  

売の主力となる時代が到来したのである。  

第70巻 第2・3合併号  

変化を的確に読み切れず、国内販売台数は90年   

の250．4万台から93年の206．6万台へと大きく落   

ち込んだ後、00年は177．2万台、02年は168．1万   

台と依然として長期的な低迷を続けている。そ   

の結果、トヨタの全世界販売合計中の海外販売   

比率は90年に487．5万台中48．6％であったもの   

が、95年には455．6万台中54．8％、02年には551．9   

万台中69．5％と、大きく上昇していく。  

90年代以降の状況変化の中で、トヨタは80年   

代のいわば受け身の国際化に代わり、90年代の   

特に半ば以降は積極的なグローバル化の道を推   

進していくことになった。その転機の一つと  

なったのは、95年5月から6月にかけて激しい   

攻防が戦われた日米自動車協議である（63）。ア   

メリカ側は、95年5月の橋本龍太郎（通産相）・  

カンター（USTR代表）会談の決裂により、日本   

からの高級13車種に対して100％の関税を賦課   

するという対日制裁リストを発表する。トヨタ  

は決裂しそうになったこの協議をまとめる上で   

大きな役割を果たしたといわれるが、最終的に  

は、日本の自動車メーカー5社が「自主的に」  

グローバル・ビジョンを発表して、6月28日に   

合寒が成立し、制裁は回避された。  

それ以降のトヨタは、従来にも増して積極的  

な海外展開を推進していくことになる。アメリ  

カについては、93年にアルミ鋳物をBodineAluq   

minum，Inc．で生産開始していたが、90年代後半   

以降、98年11月にTMMWV（ToyotaMotorManu－   

facturing，WestVirginia，Inc．）でエンジン生産を  

Ⅶ グローバル体制の構築へ   

90年代初頭にイギリスヘの進出に全力を注い  

でいる頃、日本はバブルが崩壊し、国内市場は  

大きく縮小していく。しかも、輸出も85年の  

673．0万台から96年の371．2万台へと連年減少し  

続けたから、国内生産は大きく縮小し、94年に  

1，100万台を割り込んで以降、現在に至るまで  

1千万台前後の水準を上下するようになった。  

トヨタの場合も、バブル崩壊後の91年6月にモ  

デルチェンジされたカローラの販売台数の低迷  

や、セダンからRV車へというユーザーニーズの  

（63）日米自動車協議については、日本経済新聞社編  
『ドキュメント日米自動車協議「勝利なき戦い」   

の実像』日本経済新聞社、1995年、通商産業省通商   
政策局米州課編『日米自動車交渉の軌跡新たな日米   

経済関係構築への取り組み』（財）通商産業調査会、  
1997年等を参照。また、日米摩擦全体については、   
畠山裏『通商交渉国益を巡るドラマ』日本経済新聞   

社、1996年が興味深い。  
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合わせた新しい製品が開発され、欧州市場に投  

入された。後者は、いわゆるNBCシリーズの欧  

州版であるヤリスであり、00年春に投入された  

ヤリスは売れ行きが順調であっただけではな  

く、00年欧州カーオブザイヤーを獲得する。前  

者については、先ず97年に英国工場でヨーロッ  

パ向けに開発された2ボックスのカローラ（5  

ドア）の生産が追加され、次いでフランスにお  

いてヤリスの生産開始が決定された。こうし  

て、それまで台数規制（99年から撤廃）でごく  

僅かな販売しかできなかったフランス、イタリ  

ア、スペインを含めた欧州全域における本格的  

な事業展開が可能となる体制が整備されること  

になった。このような事業展開体制の構築に  

伴って、トヨタは90年代後半からヨーロッパに  

おける販売台数を急拡大させ、2005年時点の中  

長期目標として欧州における5％シェアの達成  

を掲げ、ヨーロッパにおけるメインプレーヤー  

の地位確立を目指す段階に入っている。02年か  

らは94年9月から生産開始したトルコ工場で生  

産されるカローラの欧州内への輸入を開始し、  

イギリス、フランス、トルコの3拠点を欧州市  

場に対する生産拠点として確立し、活用する体  

制が構築されている。それとともに、エンジン  

やトランスミッションというキーコンポーネン  

トについては、英国エンジン工場の拡張に加え  

て、99年9月に設立したTMMP（ToyotaMotor  

ManufhcturingPolandSP．zo．0）において02年から  

トランスミッションの生産を開始しており、さ  

らに同工場で、チェコにおいてPSAとの合弁で  

05年に立ち上げ予定の組立工場へのガソリンエ  

ンジンおよびマニュアル・トランスミッション  

の生産を04年末から開始することを公表してお  

り、従来低いシェアを甘受していたヨーロッパ  

においても積極的な展開が目立つ。  

開始、99年2月にはTMMI（ToyotaMotorManu－  

facturing，Indiana，Inc．）でタンドラ生産を立ち上  

げ、03年5月にはTMMAL（ToyotaMotorManu－  

facturing，Alabama，Inc．）においてエンジン生産  

を開始、また06年にはTMMTX（ToyotaMotor  

Manufacturing，Texas，Inc．）でタンドラの生産開  

始予定であるなど、アメリカにおける能力増強  

に急ピッチである。さらに、長いこと空白で  

あったメキシコにおいても、TMMBC（Toyota  

MotorManufacturingdeBajaCalifbmiaS．de．R．L．  

dec．V）を設立し、04年からピックアップトラッ  

ク「タコマ」用トラックデッキを年産18万台、  

タコマの組立を年産3万台規模で生産開始する  

ことを公表している。それゆえ、北米における  

生産能力は02年9月現在の125万台から、05年  

には約150万台に達することになる。既にトヨ  

タのアメリカにおける販売台数は、02年には日  

本を上回る174．2万台に到達しており、それに  

見合う北米生産体制が構築されていくことにな  

る。なお、TMMIで生産されることになったフ  

ルサイズピックアップトラック、タンドラは、  

90年代のアメリカ市場で、乗用車部門では着実  

に競争力を高めていったものの、商用車部門で  

ビッグスリーに後れをとったことに対するトヨ  

タの相応策であった。また、00年9月には  

TMMIでフルサイズSUVのセコイアが追加され  

た（朗）。   

ヨーロッパでも、90年代前半のイギリス進出  

に続き、より本格的な取り組みがなされてい  

く。特に98年頃からは、欧州全域における事業  

展開の本格化を視野に、現地生産体制の強化が  

図られるとともに、欧州ユーザーのテイストに  

（64）拙稿「トヨタの中国・天津への製品投入戦略」  

「世界経済評論」2002年7月号、参照。  
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90年代後半以降のトヨタの積極策は、単に欧  

米においてのみではなく、全世界的にグローバ  

ルな規模で展開されていることが特徴的であ  

る。アジアにおいては、従来はタイを中心とす  

るアセアンヘの展開を中心にしていたが、中国  

への進出はなかなか実現しなかった（65）。しか  

し、02年10月からは漸く折半出資の天津豊田汽  

車有限公司においてヴイオスの生産を開始し、  

さらに同年8月には中国第一汽車集団公司との  

間で、「中国における自動車事業に関して、戦  

略的かつ長期的な協力関係を樹立■し、中周自動  

車産業のために積極的な共同事業関係を構築す  

ることで基本的に合意し」（66）合作協議書の調印  

式が実施されることになり、今後は中国への取  

り組みが本格化していこう。タイについては、  

97年初頭に東南アジア専用車としてソルーナを  

投入するなど積極策をとっていたが、同年7月  

以降のアジア危機でつまずいたため、02年11月  

に、中国のヴイオスと基本仕様が同じで、従来  

のソルーナの後継モデルとなるソルーナ・ヴイ  

オスの生産を開始した。その他、例えばかつて  

撤退した経験のあるインドでは、旧型のキジヤ  

ンの一部を改良したクオリスを投入して、99年  

12月から生産を開始するなど、これまで空白で  

あった市場へもきめ細かく現地市場に適合した  

製品を投入する戟略を着実に実行しているので  

ある。90年代以降日本国内市場が低迷を続ける  

中で、90年代後半以降、トヨタはまさにグロー  

バル体制の構築に向けての道を歩み出している  

と結論づけることができる。  

80年代末にセルシオを誕生させて以降、欧米  

メーカーと高級車・大型車分野で対等に渡り合  

える車をトヨタは入手した。それが90年代後半  

以降の国際再編をリードしてきたダイムラー・  

ベンツの「グローバル・ニッチ」路線の転換の  

引き金になったといわれている。さらに、トヨ  

タはハイブリッド車プリウスを誕生させ、アメ  

リカ市場にはタンドラ等RV車を投入していき、  

グローバル大競争の時代への突入をもたらした  

という（67）。こうして日米欧メーカーが俄烈な  

グローバル競争を展開する時代がやってきた。   

今後のグローバル競争の軸となるのは地球環  

境への適応や自動車のIT化の進展に相応した技  

術革新が主要な軸となることは間違いない。他  

方で、途上国にもますます広がるモータリゼー  

ションを考慮すると、小型車・大衆車を巡るコ  

スト競争がもう一つの軸となることは明らかで  

ある。この間進展しているモジュール化の動き  

もそれと関係している。この点では、トヨタは  

00年8月に発売されたカローラの開発過程で適  

用された原価低減活動を00年7月から3カ年計  

画で「CCC21（ConstructionofCostCompetitive－  

ness21）」と呼ばれるプロジェクトとしてス  

タートさせ、内製品も含む総原価の低減活動を  

実施させるなど、大きな成果をあげている。ま  

た、フランスに導入されたヤリス（日本名  

ヴイツツ）、中国やタイに導入されたヴイオス  

はNBCシリーズとして、プラッツ、フアンカー  

ゴ、bB、イストなどとプラットフォームは共通  

化しているが、外観の全く異なる豊富な車種構  

成となった。また、恐らく東欧やインド市場な  

（65）中国におけるトヨタの展開については、とりあえ   

ず、拙稿、同上論文を参照。  
（66）NEWSfヒomTOYOTA、2002年8月29日。  （67）土屋勉男・大鹿隆『日本自動車産業の実力』ダ   

イヤモンド社、2000年、33～4頁、参照。  
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シェアを、現在入手可能引青報による判断およ  

び仮定に基づいており実際の結果は大きく異な  

る可能性があると留保しながらも、15％程度ま  

でを視野に入れていることが言匝われた。   

以上、本稿では、かつては販売力や生産シス  

テムの強さが強調されたトヨタが、製品開発か  

ら生産、販売・サービス機能全体の活動をグ  

ローバルな観点から調整しつつ、世界シェア  

15％という目標を掲げるまでに至った軌跡を分  

析してきた。紙幅の限られた中で詳細には展開  

することはできなかったが、他日を期したい。  

どを特に意識して、もうワンランク下のアン  

ダーNBCシリーズも開発中であるといわれ、世  

界中の市場に適合する製品開発が進められてい  

る。   

さらに、トヨタは02年4月1日に、「2010年グ  

ローバルビジョン」の基本的コンセプトを発表  

した。そこでは、「再生社会・循環型社会の到  

来」に向けて、「ITS社会・エビキタスネットワー  

ク社会の到来」に向けて、「地球規模でのモータ  

リゼーションの進展」に向けて、「成熟した人間  

社会の到来」に向けてという4つのInnovationが  

提起され、2010年代の早い時期にグローバル  

〔城西大学経済学部教授〕  
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